
西予市建設工事請負業者選定要領 

平成 16 年４月１日 

西予市告示第 581 号 

 (趣旨) 

第１条 この告示は､西予市契約規則(平成 25 年西予市規則第 13 号｡以下｢規

則｣という｡)の規定に基づき､競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとす

る者に必要な資格及び競争契約又は随意契約に付そうとする場合における業

者の選定要領を定めるものとする｡ 

２ この告示の規定は､西予市建設工事共同企業体事務取扱要綱(平成 16 年西

予市告示第 580 号)第２条第２項に規定する特定建設工事共同企業体の入札

参加資格については適用しない｡ 

 (競争入札及び随意契約への参加) 

第２条 市の発注する建設工事(建設業法(昭和 24 年法律第 100 号｡以下｢法｣と

いう｡)第２条に規定する工事をいう｡)の競争入札又は随意契約の見積りに加

わろうとする者は､規則第 17 条の規定により作成された名簿に登録された者

でなければならない｡ 

 (業者の格付) 

第３条 業者の等級別格付(以下｢格付｣という｡)は､次に掲げる要件を全て満

たすもので､建設工事入札参加資格審査申請書(様式第１号｡以下｢申請書｣と

いう｡)を提出したものについて行うものとする｡ 

 (１) 所得税又は法人税及び消費税について未納がないこと｡ 

 (２) 市町村税全税目について未納がないこと｡ 

 (３) 西予市において市民税及び県民税(給与所得に係るものに限る｡以下

｢個人住民税｣という｡)の特別徴収の対象となる者に給与の支払を行ってい

る場合にあっては､当該特別徴収を実施していること｡ 

 (４) 当該年度に係る法第 27 条の 23 第 1 項の経営事項審査を受け､法第 27

条の 29 第 1 項の総合評定値の通知を受けていること｡ 

２ 格付は､別表のとおり業種別に等級区分して行うものとする｡ 

３ 各等級の区分は､西予市建設業者格付要領(平成 16 年西予市告示第 585 号)

により区分するものとする｡ 

４ 格付は､平成 16年度を初年度とし､17年度から毎２年度を単位として､当該

毎２年度の建設工事に係る競争入札又は随意契約の見積りについて効力を有

する｡ 

 (建設工事入札参加資格審査申請書等) 

第４条 前条第１項の申請書は､市長が別に定め公表した期間内に､次に掲げ



る書類を添付し提出するように努めなければならない｡ 

(１) 印鑑証明書 

(２) 所得税又は法人税及び消費税について未納がない旨の証明書 

(３) 市町村税全税目について未納がない旨の証明書 

(４) 西予市において個人住民税の特別徴収の対象となる者に給与の支払を

行っている場合にあっては､特別徴収を実施していることが確認できる書

類 

(５) 主要取引金融機関の取引証明書 

(６) 建設業退職金共済組合に加入している場合は､当該組合の加入証明書 

(７) 建設業許可申請書の写し(愛媛県知事又は国土交通大臣の許可証明書) 

(８) 法第 27 条の 27 第１項の規定による経営事項審査結果通知書 

の写し 

２ 前条第１項の申請書提出後､次に掲げる事項について変更が生じたとき､

又は法第 29 条若しくは第 29 条の２第１項の規定により許可を取り消された

ときは､建設工事入札参加資格審査申請書変更届出書(様式第２号)を市長に

提出しなければならない｡ 

(１) 商号又は名称 

(２) 営業所所在地 

(３) 電話番号又はファクシミリ番号 

(４) 代表者氏名 

(５) 資本金額 

(６) 使用印鑑又は実印 

(７) 代理人氏名 

(８) 建設業の許可番号及び許可年月日 

 (建設工事入札参加資格審査申請の特例) 

第５条 事業主の死亡､廃業､組織変更､企業の合併等によりその企業の実態を

引き継いだ者は､第３条第１項の規定にかかわらず引き継ぎの原因となる事

実のあった日から 30 日以内に建設業者格付継承申請書(様式第３号)を市長

に提出して格付を受けることができる｡ 

 (格付の抹消) 

第６条 法第 12条各号のいずれかに該当することとなったとき､又は同法第29

条若しくは第 29 条の２第１項の規定により許可を取り消されたときは､格付

を抹消する｡ 

 (業者の選定及び発注区分等) 

第７条 業者の選定は､第３条に規定する格付業者のうちから行うものとす



る｡ 

２ 工事種類別の格付け等級及びその発注対象工事は､別表のとおりとし､業

者を選定しようとするときは､当該工事の実施設計工費(請負に付すべき金額

に支給材料費を加算した純工事費｡以下｢設計工費｣という｡)に対応する格付

等級(以下｢対応等級｣という｡)に属する者の中から行うものとする｡ただし、

指名競争入札及び随意契約による場合であって必要があるときは、対応等級

の直近下位等級に属する者(以下「下位等級者」という。)を選定に加えるこ

とができる。この場合において、下位等級者の数は、当該工事の指名業者数

の２分の１(その数に計算上の端数を生じた場合は、切り捨てる。)を超える

ことができないものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、同項の規定により難いと西予市競争参加資格審

査会(西予市競争参加資格審査会要綱(平成17年西予市告示第33号)第１条に

規定する西予市競争参加資格審査会をいう。)において認められた場合は、別

に定めることができる。 

４ 一般競争入札による場合であって必要があるときは、下位等級者を入札参

加資格を有する者とすることができる。 

 (業者選定の特例) 

第８条 特に緊急を要する工事､特殊機械又は特殊の技術を有する工事その他

特別の事由があると認める工事の業者の選定については､第２条又は前条の

規定によらないことができる｡ 

附 則(平成 24 年西予市告示第 101 号) 

(施行期日) 

１ この告示は､平成 24 年７月 1 日から施行する｡ 

(経過措置) 

２ 改正後の西予市建設工事請負業者選定要領の規定は､平成 24 年７月１日以

後に行う競争入札業者の選定及び随意契約の相手方の選定(以下｢競争入札業

者の選定等｣という｡)から適用し､同日前に行う競争入札業者の選定等につい

ては､なお従前の例による｡ 

附 則(平成 24 年西予市告示第 137 号) 

この告示は､公布の日から施行する｡ 

   附 則(平成25年西予市告示第57号) 

(施行期日) 

１ この告示は､平成25年４月１日から施行する｡ 

 (経過措置) 

２ この告示の施行の日前に西予市財務規則(平成16年西予市規則第48号)の規



定によりなされた契約に係る手続きその他の行為は､この告示の相当規定に

よりなされたものとみなす｡ 

附 則(平成 26 年西予市告示第 135 号) 

(施行期日) 

１ この訓令は､平成 26 年 10 月１日から施行する｡ 

(経過措置) 

２ 改正後の西予市建設工事請負業者選定要領の規定は､平成26年10月１日以

後に行う競争入札業者の選定及び随意契約の相手方の選定(以下｢競争入札業

者の選定等｣という｡)から適用し､同日前に行う競争入札業者の選定等につい

ては､なお従前の例による｡ 

   附 則(平成 27 年西予市告示第 19 号) 

(施行期日) 

１ この告示は､公布の日から施行する｡ 

(経過措置等) 

２ 改正後の西予市建設工事請負業者選定要領の規定は､平成 27 年度以降の格

付について適用し､平成 26 年度の格付については､なお従前の例による｡ 

３ この告示の施行の日前に愛媛県建設工事請負業者選定要領(昭和 39 年愛媛

県告示第 607 号)第３条及び第４条の規定に基づきなされた申請は､改正後の

西予市建設工事請負業者選定要領の相当規定によりなされたものとみなす｡ 

附 則(令和３年西予市告示第 70 号) 

 この告示は、公布の日から施行する。 



別表(第３条関係) 

土木 

格付等級 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

設計工費 全工事 5000 万円未満 3000 万円未満 1000 万円未満 

指名業者数 7 社以上 5 社以上 5 社以上 3 社以上 

 

建築 

格付等級 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

設計工費 全工事 1 億 5000 万円

未満 

6000 万円未満 3000 万円未満 

指名業者数 7 社以上 5 社以上 5 社以上 3 社以上 

 

舗装 

格付等級 Ａ Ｂ Ｃ 

設計工費 全工事 2000 万円未満 1000 万円未満 

指名業者数 5 社以上 3 社以上 3 社以上 

 

電気 

格付等級 Ａ Ｂ Ｃ 

設計工費 全工事 3000 万円未満 1000 万円未満 

指名業者数 5 社以上 3 社以上 3 社以上 

 

管・水道施設 

格付等級 Ａ Ｂ Ｃ 

設計工費 全工事 3000 万円未満 1000 万円未満 

指名業者数 5 社以上 3 社以上 3 社以上 

 

その他 

格付等級 Ａ Ｂ Ｃ 

設計工費 全工事 3000 万円未満 1000 万円未満 

指名業者数 7 社以上 5 社以上 3 社以上 



知事
大臣

（　）

□

□

職氏名 電話

市 町 番地

電話

郡 ＦＡＸ

電子メールアドレス

市 町 番地

電話

郡 ＦＡＸ

市 町 番地

電話

郡 ＦＡＸ

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

千円

千円

土木 建築 大工 左官 とび・土工 石 屋根 電気 管
タイル・れ

んが・ブロ

ック

鋼構造物 鉄筋 舗装 しゆんせつ 板金 ガラス

塗装 防水 内装仕上 機械器具設置 熱絶縁 電気通信 造園 さく井 建具 水道施設 消防施設 清掃施設

土木 建築 大工 左官 とび・土工 石 屋根 電気 管
タイル・れ

んが・ブロ

ック

鋼構造物 鉄筋 舗装 しゆんせつ 板金 ガラス

塗装 防水 内装仕上 機械器具設置 熱絶縁 電気通信 造園 さく井 建具 水道施設 消防施設 清掃施設

12　許可を受けた建設業の種類（○印を記入すること。）

９　建設業以外に行つ

　ている営業の種類

自己資本法人

11　発注を希望する業種（○印を記入すること。）

10　えひめ電子入札共同

　システム　西予市電子

　入札用業者ＩＤ

（　　）-（　　）-（　　　　）

千円
自己資本

８ 資本金額

７ 営業年数

個人

６　営業の沿革

資 本 金

〒　　

（　　）-（　　）-（　　　　）

　創業から申請日まで　満　　　年（許可（登録）を受けてから満　　年）

（　　）-（　　）-（　　　　）

５　許可年月日 第１回の許可 年　　月　　日 直近の許可 　　　　　年　　月　　日

　業所 （　　）-（　　）-（　　　　）

（　　）-（　　）-（　　　　）

〒　　

（　　）-（　　）-（　　　　）

４　その他の

　営業所

（職印）　
氏 名

電 話 番 号

１　申請要件

電子メールアドレス

２　申請事務担当者

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（同令第167条の11第１項において準用する場合を含む。）の規
定に該当しない者であること。

西予市建設工事請負業者選定要領（平成16年西予市告示第581号）第３条第１項に掲げる要件を全て満たしている者であ
ること。

事務所の名称
及び所在地

３　主たる営 〒　　

様式第１号（第４条関係）　建設工事入札参加資格審査申請書

許可番号 第　　　号

（行政書士）

　　　　　年度　建設工事入札参加資格審査申請書

　西予市長　三好　幹二　 様 年　月　日　

住 所

商号又は名称

（実印）　

代表者の役職
及び氏名

（ ふ り が な ）

（ ふ り が な ）



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

業 務 内 容

実 施 期 間

加入 ・ 適用除外 健康保険加入状況 加入 ・ 適用除外 厚生年金保険加入状況 加入 ・ 適用除外雇用保険加入状況

　　　　年　　　月　　　日から

　　　　年　　　月　　　日まで

認証・登録年月日 　　　年　　　月　　　日認証・登録の有無 有　・　無（該当するものを○で囲むこと。）

協 定 の 名 称

活 動 期 間

15　地域貢献活動の状況

活動人数

13　役職員数

　年　月　日から　　　年　月　日まで 財物賠償

　　　　年　　　　  月加入年月

万円

有　・　無（該当するものを○で囲むこと。）

19　建設業労働災害防止協会（建災防）への加入状況

加入の有無

事 務 職 員 計

人 人

人

14　満30歳未満及び女性の技術関係職員数

有 資 格 者

人

女 性 の 技 術 関 係 職 員

主  催  者活　動　の　概　要

　就業規則への育児休業制度の規定状況 規定している　・　規定していない

17　エコアクション21認証・登録状況

常 勤 の 役 員

人

従 業 員 数

技 術 関 係 職 員

そ の 他 職 員

人

受講者氏名 受講年月日 　　　年　　　月　　　日

20　第三者賠償責任補償保険（年間包括契約に限る。）への加入状況

塡補限度額

加入の有無 有　・　無（該当するものを○で囲むこと。） 万円身体賠償

保険期間
（補償期間）

21　不当要求防止責任者講習受講状況

　次世代育成支援対策推進法(平成15年法律第120号)に基づく一般事業主行動計画策定状況

満30歳未満の技術関係職員
人

策定している　・　策定していない

18　労働福祉の状況（該当するものを○で囲むこと。)

16　本市との非常事態に関する協定に基づく応急対策業務の実績



その他

(3)　役員の兼任（ 有 ・ 無 ）（該当するものを○で囲むこと。）

役職 氏　　　名 許可番号 兼任先の商号又は名称 兼任先役職

義務の有無 有　・　無　　（該当するものを○で囲むこと。）

(2)　障害者の雇用義務がある者の雇用義務の達成状況　（上記(1)で「有」を○で囲んだ場合に限り記入すること。）

達成の状況 達成している　・　達成していない（該当するものを○で囲むこと。）

雇用の有無 有　・　無　　（該当するものを○で囲むこと。）

24　西予市に建設工事入札参加資格審査申請書を提出し、又は提出を予定している系列会社の状況

(1)　親会社（ 有 ・ 無 ）（該当するものを○で囲むこと。） (2)　子会社（ 有 ・ 無 ）（該当するものを○で囲むこと。）

合 計

（　　　　年平均）

年  月  日まで

年  月  日から

○対象期間

許
可
に
係
る
建
設
工
事

土木一式工事
(千円）

建築一式工事

（千円）（千円） （千円） （千円）

25　工事種類別発注者別年間平均完成工事高

発注者 公共（官公署、公社等） 民 間
合 計

工事種類

商号又は名称 許可番号 住　　所 商号又は名称 許可番号 住　　所

22　建設機械の保有状況 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台

5

4

3

元 請 元 請 下 請 小 計

(4)　雇用障害者情報

個別状況 身体障害者手帳等の番号 障害等級又は程度

1

2

(3)　障害者の雇用の有無　（上記(1)で「無」を○で囲んだ場合に限り記入すること。）

23　障害者雇用状況

(1)　障害者の雇用義務



発注者

国 県 市町村 その他 小計
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

建築一式工事

その他

発注者

国 県 市町村 その他 小計
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

建築一式工事

その他

発注者

国 県 市町村 その他 小計
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

建築一式工事

その他

26　工事種類別発注者別完成工事高

（Ａ）　直前第１年度（　　　　年　　　　月から　　　　年　　　　月まで）決算より

公共（官公署、公社等） 民　　　間

合　　計元　　請
元　請 下　請 小　計

工事種類

許
可
に
係
る
建
設
工
事

許
可
に
係
る
建
設
工
事

土木一式工事

年　　計

（Ｂ）　直前第２年度（　　　　年　　　　月から　　　　年　　　　月まで）決算より

公共（官公署、公社等）

合　　計

工事種類
小　計

元　　請
元　請

土木一式工事

（Ｃ）　直前第３年度（　　　　年　　　　月から　　　　年　　　　月まで）決算より

下　請

民　　　間

年　　計

公共（官公署、公社等） 民　　　間

合　　計元　　請
元　請 下　請 小　計

許
可
に
係
る
建
設
工
事

土木一式工事

工事種類



年 齢 監理技術者資格者証番号 マスター該当

（生年月日） (監理技術者資格者証有効期限) (担当業種)

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2

3

4

5

雇 用 年 月 日 職 種

27　技術者・技能労働者の略歴

氏 名 年 齢

氏 名 年 齢 生 年 月 日 雇 用 年 月 日

29　女性の技術関係職員の雇用状況

職 種

28　満30歳未満の技術関係職員の雇用状況

生 年 月 日

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

女性若年

取 得 単 位 数
合 計

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

講

習

受

講

CPDS
取 得

単 位 数

建 築 CPD

取 得
単 位 数（卒業年月日）

講

習

受

講

業 種

コ ー ド

有 資 格

区 分

コ ー ド

（ ． ． ）

年  月から 年    月

（ ． ． ）

氏 名 在 職 期 間 経験年月数
最終学校・学科名

業 種

コ ー ド

有 資 格

区 分

コ ー ド



30　表彰受賞歴

表　彰　の　種　類 受 賞 年 月 日 備　　考　（業種、工事名）

31　監督処分及び入札参加資格停止措置の状況

実 施 行 政 庁 処 分 等 の 年 月 日 処 分 等 の 内 容 ・ 期 間 処 分 等 の 理 由

32　主要取引金融機関名（支店名まで記入すること。)

普　通 　・　当　座

普　通 　・　当　座

普　通 　・　当　座

普　通 　・　当　座

普　通 　・　当　座

33　入札、見積り、契約及び契約に基づく行為に使用する印鑑

使　用　印 実　　印



※ 本社が市外で、市内に委任先（支店・営業所等）を有する場合のみ記入してください。

35　事業所等所在地見取図

Ｎ

(注)枠内に鮮明な住宅地図の写しを、はがれないように貼り付けてください。

※ 本社が市外で、市内に委任先（支店・営業所等）を有する場合のみ、住宅地図の写しを貼り付けてく
ださい。（インターネットの出力地図を使用する場合は、所在地周辺の道路や目印等が確認できるも
のを貼り付けてください。）
なお、複製については著作権が適用されますので、確認のうえ使用してください。

※ 事業所等所在地にマーカーで印を付けてください。

電 話 番 号 － － ＦＡＸ番号 － －

事業所等の名称

(フリガナ)
(職) (氏名)

責任者職氏名

(フリガナ)

34　西予市内の事業所等

〒 －

所　在　地



※ 本社が市外で、市内に委任先（支店・営業所等）を有する場合のみ、「31．事業所等所在地見取図」
で示した事業所等の写真を貼り付けてください。

(注)デジタルカメラの画像を貼り付けても構いませんが、カラー印刷で鮮明なものに限ります。

(注)申請書作成時に撮影したものに限ります。

事業所等内部

(注)枠内に鮮明なカラー写真を、はがれないように貼り付けてください。

(注)デジタルカメラの画像を貼り付けても構いませんが、カラー印刷で鮮明なものに限ります。

(注)申請書作成時に撮影したものに限ります。

(注)枠内に鮮明なカラー写真を、はがれないように貼り付けてください。

36　事業所等写真

事業所等外部（看板を含む建物の全景）

 



様式第２号(第４条関係)

西予市長　                 様

届出人

商号又は名称

㊞

種
別

工事 その他の委託

①商号･名称 ③所在地 ④受任者

⑤委任先所在地 ⑦使用印 ⑧実印

⑨技術者等 ⑪電話･FAX等 ⑫その他

番
号

変更年月日

1 　　　年　月　日

2 　　　年　月　日

3 　　　年　月　日

4 　　　年　月　日

5 　　　年　月　日

登記簿謄本（コピー可） ①②③

使用印鑑届（任意様式・原本） ①⑦⑧

印鑑証明書（コピー可） ①⑧

委任状（別紙様式・原本） ②④⑤

許認可・登録証明書（コピー可） ⑩

資格証明書及び経歴書（コピー可） ⑨

希望する業種（別紙様式） ⑥

⑤市町村納税証明書等（コピー可）　※委任先を市町村の区域を越えて変更する場合

添
付
書
類

※種別には○を、変更事項には番号を記入してください。
※変更内容によっては、その他の書類の提出を求めることがあります。

競争入札参加資格審査申請書変更届

　先に提出した　　○･○年度入札参加資格審査申請書記載事項を次のとおり変更したの

で、関係書類を添えて届けます。

委託業務(建設コンサ
ル・建築・測量・調
査・補償業務）

住　　　　所

代　 表 　者

変
更
事
項

②代表者

変更前 変更後

⑥希望する業種

⑩許認可･登録



 

 

 

様式第３号(第５条関係)

 西予市長　                 様

商号又は名称

㊞

許 可 番 号
許 可 年 月 日

（　　）第　号
　　　．　　．

（　　）第　号
　　　．　　．

注　用紙寸法は、日本工業規格Ａ４とすること。

　　年　　月　　日

区　　分 代表者氏名
商 号 ま た
は 名 称

営業所所在地

格 付 継 承 者

建設業者格付継承申請書

住　　　　所

代表者氏名

元 格 付 け 者

格付継承理由および
事業継承状況

債権、債務その他財
産に関する継承状況

技術者および使用人
について

そ の 他



 

 

 

 


